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第１章 総則
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本マニュアル（案）は、省エネに資する運転方法と近年、下水処理場に導入
されつつある省エネ設備について、具体の事例を用いて可能な限り定量的に効
果を提示すること等により、下水処理場のエネルギー消費量の削減が図られるこ
とを目的とする。

下水処理場の運転管理に際しては、処理水質と消費エネルギーの両面からの最適管理が重要
です。国土交通省では、水質とエネルギーの関係をグラフを用いて”見える化” し、関係部局が共
通の理解のもとに最適管理に向けた改善を行う二軸管理手法のガイドラインを平成30年3月に
策定しており、あわせて活用してください。

水質とエネルギーの最適管理に向けて

【両ガイドラインの活用フロー】

二軸管理ガイドライン

省エネマニュアル（案）

各下水処理場における
エネルギー消費量を把握する上で参照

省エネの具体的手法実施
において参照

効果の
確認

対策の
実施

『目的』

『マニュアルの基本的考え方と構成』
フロー図の着色部が本マニュアル（案）での省エネ手法の適用設備である。

⇒ 省エネ手法について、具体的な改善事例や検討事例を多数紹介

『マニュアルの適用範囲』

本マニュアル（案）は、概ね平均処理水
量1万m3/日以上の活性汚泥法を採用す
る下水処理場に適用する。(右図着色部)

1万m3/日
以上で

消費エネ
ルギーの
９割を占

める

第3章

第4章

第5章



第２章 下水処理場の消費エネルギーの概要
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下水処理場の標準的なエネルギー消費量は、水処理方式や焼却設備の有
無で大きく異なる。以下の算出式から、全国の平均的な処理場と比較する目
安として使うことができる。

『標準的な消費エネルギー』

標準的な処理水量当たりのエネルギー起源の二酸化炭素排出量の算出式
「下水道における地球温暖化対策マニュアル」（平成28年3月、環境省・国土交通省）

（標準活性汚泥法）
log（Y[t-CO₂/千㎥]）＝－0.208×log（日平均処理水量[㎥/日]）

＋0.059×log（流入BOD）－0.368×log（流入比率）＋0.092
（高度処理法）

log（Y[t-CO₂/千㎥]）＝－0.293×log（日平均処理水量[㎥/日]）＋0.811
（焼却設備有）

log（Y[t-CO₂/千㎥]）＝－0.282×log（日平均処理水量[㎥/日]）＋0.846

『処理場全体の消費エネルギー』

全国の下水処理場のデータを用いて、下水処理場の電力や燃料等の消費
エネルギー量を原油換算等で単位を合わせた場合、以下の特徴がある。

下水処理場
全体で使用し
ているエネル
ギー種別では
電力が92%を
占める。

施設別では水
処理施設がエ
ネルギー使用
量の約半分を
占める。

汚泥焼却設備を有する下水処理場で
は、汚泥処理施設（焼却含む）のエネ
ルギー使用量の占める割合が約45%で
あり、水処理施設よりも大きくなる。
⇒エネルギー回収型焼却炉の導入他

図 エネルギー種別の消費量の割合
（処理場全体：H24年度下水道統計）

図 施設別の消費エネルギーの割合
（処理場全体：H24年度下水道統計）

図 設備別の消費エネルギー
（Ｈ29問診票調査：33処理場）

機器単体では、主ポンプ、送風機の
割合が高い。
⇒運転改善による省エネ手法導入

換算係数
を用いる
ことで、

電力量換
算値に変
換可能。



なし

25%

VVVF
63%

吐出弁

6%

その他

6%

第３章 主ポンプ設備における省エネ手法

主ポンプの省エネには、導入する機器の性能向上も必要であるが、運転方
法を見直すことにより改善できる事例が多く見られる。
ポンプごとに最も効率の良い回転速度があるため、既存の主ポンプの運転状

況と消費電力を分析し、複数あるポンプを送水量に応じて最適な組合せで運
転できるように検討することが省エネに有効である。

主ポンプの運転状況（Ｈ２９問診票調査：３３処理場）
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主ポンプの消費電力分析手法

①情報収集
主ポンプの仕様、水位関係図、１週間分程度の主ポンプ運転データ（機器

毎・時間毎の送水量と消費電力量、ポンプ井水位、可変制御の場合は可変
制御量:ポンプ回転速度や吐出弁開度など）、沈砂池を含むポンプ井の平
断面図、単線結線図について情報収集を行う。
②消費電力分析
主ポンプの消費電力分析に当たっては、情報収集により得られた情報に基づ

き消費電力量を分析する。特に、送水量当たりの消費電力量（エネルギー
原単位）を算出し、この値がどういう条件で変化するかをグラフ化することが重
要である。

75％の処理場において
日常的に揚水量の調整
を行っている。

調整方法としてはVVVF
（インバータ）の採用が
63％と最も多かった。

エネルギーを大幅に
ロスさせる吐出弁の
開度による揚水量調
整を行っているケース
も6％あった。

右図は横軸に時刻を取り、縦軸
に送水量当りの消費電力量を、
第2軸に送水量を取ったグラフで
ある。
送水量が下がると送水量当り

の消費電力量が上がることがわ
かる。

『主ポンプの運転方法改善手法』



第３章 主ポンプ設備における省エネ手法
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監視システムの問題点と対策（送風機も同様）

（参考） 簡易電力量計の活用
消費電力分析のためだけに監視システムを更新することは、費用の面で効率的ではない

が、次の監視システムの更新を待っていたのでは、無駄な電力を使い続けることになる。
⇒ 簡易電力量計の活用が有効な手段

簡易電力量計

盤面電力計端子台

クランプセンサ（電流測定）

電圧コード（電圧測定）

消費電力量データについて、現場盤から中央監視盤へデータが伝達さ
れる際に、100kWh単位で送られている事例がある。この場合、送水量に
対する送水量当りの消費電力量はy=100/xやy=200/xといった反比例の
曲線上にプロットされるだけになり、消費電力分析が困難となる。

下図のNo.1とNo.2の主ポンプの事例では運転日報の消費電力量単位
を10kWh単位とする必要があり、更に、消費電力量の小さい場合（電動

機容量が小さい場合やインバータを使用して送水量を絞っている場合）
は、1kWh単位とする必要がある。

〇簡易電力量計の設置例

＜簡易電力量計の例＞
1分ごとの電力量が測定可能。
メモリーカードにデータが保存され、
csv形式で取り出すことができる。

右図の黒丸のようになった場合、
1時間ごとの送水量当りの消費電
力量は正確な値では無いため、
1時間ごとの送水量当りの消費電
力量を使った消費電力分析がで
きない。



第３章 主ポンプ設備における省エネ手法
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項目 単位 2号 3号 4号 5号 合計

変更前

送水量合計 千m3/7日 － － 164 185 349
消費電力量 kWh/7日 － － 15,610 17,620 33,230

送水量当たりの

消費電力量
kWh/千m3 － － 95 95 95

変更後

送水量合計 千m3/7日 210 11 42 44 307
消費電力量 kWh/7日 14,480 730 3,750 3,980 22,940

送水量当たりの

消費電力量
kWh/千m3 69 69 90 90 75

【回転速度制御から定格運転とした改善事例】

従来の運転方法

運転方法の変更

 可変速の小容量ポンプを連続
運転し、回転速度調整により
水量を調整

 水量調整により定格水量との
差が大きくなると、運転効率が
悪化する

C処理場では、主ポンプの回転速度制御を抑制することで、現状の
主ポンプの消費電力量に対して約21％の削減効果が得られた。

2号 3号 4号 5号

定格水量（m3/min） 42 42 20 20

電動機容量（kW） 185 200 100 100

小型機種のみ
可変速ポンプ

運転効率の悪化

 流入量の少ない時間帯（小
容量機種）と流入量の多い
時間帯（大容量機種）で運
転号機を切り替えて、主に定
格回転速度で運転

 定格水量での運転のため、効
率の良い運転となる

1週間分の運転データを比較

定格運転時水量

定格運転時水量

21％削減

消費電力分析で得られた改善事例



0

40

80

120

160

200

0

1

2

3

4

5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

揚
水

量
（
m

3 /
m
in

）

ポ
ン

プ
井

水
位

（
m

）

時間

ポンプ井水位（高水位制御）

ポンプ井水位（固定速ポンプ）

平均揚水量（固定速ポンプ）

第３章 主ポンプ設備における省エネ手法

【高水位一定制御運転の改善事例】

B処理場では、主ポンプの運用方法をポンプ井の高水位一定制
御から水位による台数制御とすることで、現状の主ポンプの消費
電力量に対して約10％の削減効果が見込めた。
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図 改善前のポンプ井水位の変動

頻繁な水量調整

図 固定速ポンプによる運用のシミュレーション結果

1台運転揚水量

2台運転揚水量

 ポンプ効率の向上による消費電力量の削減
 間欠運転による運転時間の削減
⇒高水位一定制御での運用と比べて、約10％の消費電力量削減!

常時2台運転＋回転速度制御

【吐出弁開度での水量調整を止めた改善事例】

A処理場では、主ポンプの運用方法を大容量ポンプの吐出弁開
度による流量制御から小容量ポンプの水位による台数制御とする
ことで、現状の主ポンプの消費電力量に対して約29％の削減効
果が見込めた。

図 吐出弁制御による主ポンプの運転状況 図 小容量ポンプによる運用のシミュレーション結果

 吐出弁によるエネルギーロス（無駄な消費電力量）の削減
⇒吐出弁開度による制御での運用と比べて、約29％の消費電力量削減!



第４章 水処理設備における省エネ手法

送風機の省エネには、導入する機器の性能向上も必要であるが、運転方法
を見直すことにより改善できる事例が多く見られる。
既存の送風機の運転状況と消費電力を分析し、複数ある送風機を送風量

に応じて最適な組合せで運転できるように検討することが省エネに有効である。
必要酸素量に応じて、適正な送風量とすることも重要である。そのためには、

散気装置の仕様や通日試験時の反応タンク運転データ等、必要な情報を収
集した上で、必要酸素量を算出し、風量制御することが省エネに有効である。
必要酸素量を低減するためには、適切なＭＬＳＳの管理も重要である。

『最初沈殿池の運転方法改善手法』
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送風機の消費電力分析手法
①情報収集
送風機の仕様、１週間分程度の送風機運転データ（機器毎・時間毎の送風

量と消費電力量、可変制御の場合は可変制御量:インレットベーン開度や吸
込み弁開度、放風弁開度など）、単線結線図について情報収集を行う。
②消費電力分析
送風機の省エネ運転を行うためには、

現状の運転について情報を収集し、
送風機の消費電力分析を行うことが
必要である。特に、送風量当りの
消費電力量（エネルギー原単位）を
算出し、この値がどういう条件で変化する
かをグラフ化することが重要である。
右図に時系列での変化の例を示す。この例では、破線部で示す範囲で、送風

量が下がると送風量当りの消費電力量が上がることがわかる。

最初沈殿地において、SS除去率を向上させることは、反応タンクへ流入する
BOD濃度が低下し、必要な送風量を低減することが可能となるので、省エネに
有効である。

『送風機の運転方法改善手法』

 休止している最初沈殿池設備がある場合に適用。
 躯体のみで汚泥かき寄せ機等の設備が設置されていない池は対象外。
 送風機の電力消費量削減が見込める一方、最初沈殿池の稼働数増加により、汚泥

かき寄せ機、スカムスキマ、汚泥引抜きポンプのエネルギー消費量は増加。
 生汚泥の固形物量が増加するため、消化設備のガス発生量の増加や、脱水設備の脱

水性改善につながるが、汚泥負荷の増大に注意。



第４章 水処理設備における省エネ手法

【風量調整を小容量機種から大容量機種に変更した改善事例】

Ｆ処理場では、風量調整をする送風機を大容量の機種に切り替える
ことで、現状の送風機の消費電力量に対して約11％の削減効果が
得られた。

従来の運転方法

運転方法の変更

 各送風機で風量調整を実施
 風量調整はインレットベーンの開

度調整により実施

 小容量機種のインレットベーンを
全開（風量調整なし）

 風量調整は中容量機種及び大
容量機種で実施

1号 2号 3号 4号 5号 6号

定格風量（m3/min） 90 90 90 270 270 230

電動機容量（kW） 190 190 190 460 380 340

10日分の運転データを比較

8

消費電力分析で得られた改善事例

11％削減



小 小 中 大 大

○

○ ○ 288 21.4

○ ○ 298 20.4

○ ○ 447 19.3

○ ○ 460 18.6

○ ○ ○ 339 23.7

○ ○ ○ 370 21.5

3台運転
平均 340

3台運転
平均 23.7

運転号機

2台運転
平均 393

2台運転
平均 19.8

平均送風量

（m3/min）

送風量当たり電力量

（kWh/千m3）

224 18.7

第４章 水処理設備における省エネ手法

 3台運転をしていても送風量は2台運転と変わらない。
 送風量当たりの消費電力量は2台運転に比べて、3台運転の方が大き

く、効率が悪い（平均値で20％増加）

Ｆ処理場では、3台運転している組み合わせをすべて2台運転に
変更して運用することで、現状の送風機の消費電力量に対して
約10％の削減効果が見込めた。

 小中大の送風機によりインレットベーンと台数の制御で風量を調整
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【運転台数の削減による検討事例】

送風量の適正化による送風機の運転方法改善手法

送風機の省エネには必要空気量に基づく送風量の制御が有効である。特に
硝化促進型の処理を行っている処理場では、反応タンク流入アンモニア濃度に
基づく送風量制御を行うことが、省エネには有効である。
送風機の送風量の適正化に当たっては、散気装置の仕様、散気装置の設

置水深、通日試験時の反応タンク運転データ（池毎の曝気風量と、流入水
量、流入水質、返送汚泥量、循環式硝化脱窒法の場合は循環量）につい
て情報収集を行い、得られた情報に基づき必要空気量を分析する。

DO制御では必要空気量の変

化と実績送風量の変化は合致
しておらず、乖離している部分
に送風量の削減余地がある。

必要空気量は、処理水量や流
入水質、MLSS濃度等によって
決まる。MLSS濃度が過剰だと
その分必要空気量が多くなる。
適切なMLSSの設定が必要。



第４章 水処理設備における省エネ手法
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『高効率散気装置の導入』

散気効率に優れた散気装置の導入は省エネに有効である。
従来からある超微細気泡散気装置に対し、散気のための気孔の形

状等を工夫することによって圧力損失を低減した低圧損型メンブレン
式散気装置等の導入は、省エネに効果的である。

各種散気装置の比較
（酸素移動効率と圧損）

低圧損型メンブレン式散気装置外観一覧

上記の酸素移動効率から求められる必要
空気量は右図の通り、従来型散気装置に
比べると、大きく削減される。
この必要空気量で運用することで、高い

省エネ効果が得られる。

更新時の留意点

酸素移動
効率

(清水、散気
水深5m)

圧力
損失

メンブ
レン式

低圧損型 旋回流:
24～33％
全面:
28～35％

6kPa
程度

従来
(高圧損)

11kPa
程度

微細
気泡
散気
装置

散気板・
散気筒

旋回流:
14～16％

全面:
20～32％

6kPa
程度

水中撹拌式 20～30％ 1kPa
程度



G処理場では、無酸素槽の水中撹拌機を間欠運転とすることで、
現状の水中撹拌機の消費電力量に対して約33％の削減効果が
見込め、更に、省エネ型反応タンク撹拌機への更新で約84%の削
減効果が見込めた。

第４章 水処理設備における省エネ手法

反応タンク嫌気槽・無酸素槽の攪拌に用いられる水中攪拌機は、
間欠運転が可能な機種を導入している場合には、間欠運転による
省エネを検討することが有効である。更に、省エネ型の撹拌機が開発
されており、その導入は省エネに有効である。

※間欠運転を採用する場合は、事前に確認試験を行い
水処理への影響等を把握し、適用可能性を判断する。
また、機種によっては間欠運転の可能性をメーカーに確認
する必要がある。

11

図 水中撹拌機と省エネ型撹拌機の
消費電力量の比較

『反応タンク嫌気槽・無酸素槽の水中撹拌機の運転方法改善手法』

『省エネ型反応タンク撹拌機の導入』

表 G処理場の水中撹拌機の間欠運転の検討例

省エネ型反応タンク撹拌機外観一覧

プ
ロ
ペ
ラ
式

双
曲
面
形
撹
拌
翼
式

ドラフトチューブ式

直
結
式

旋
回
機
構
付
プ
ロ
ペ
ラ
式

駆動装置（電動機のみ）

フロート
（水面設置用）

インペラ
（撹拌プロペラ）



第５章 汚泥処理設備における省エネ手法

汚泥貯留槽において、固形物濃度4%程度の濃縮余剰汚泥は、
粘度が高く、短時間で汚泥と水分が分離することは考えにくいため、
間欠運転が可能な撹拌機を導入している場合には、間欠運転による
省エネを検討することが有効である。
一方で、生汚泥は濃縮汚泥であっても沈降性・分離性が高いため、

生汚泥を含む汚泥貯留槽の撹拌機は間欠運転の対象としない。
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『汚泥貯留槽の撹拌機の運転方法改善手法』

『省エネ型汚泥濃縮機の導入』

余剰汚泥を対象とする機械汚泥濃縮
設備において、従来から多数設置されてい
る遠心濃縮機と比較して、省エネとなる機
器が開発されており、その導入は省エネに
有効である。

図 汚泥濃縮機の導入状況
（H29 問診票調査）

表 省エネ型濃縮機の省エネ効果の試算例
（従来設備：遠心濃縮機、薬注無し）

図 差速回転型スクリュー濃縮機の
構造概要図

図 ベルト型ろ過濃縮機の
構造概要図

濃縮機型式 スクリュー ベルト（SUS） ベルト（樹脂）

計画1日最大汚水量 70,000 m3/日 100,000ｍ3/日 20,000 m3/日
汚泥種類、濃度(TS) 余剰、0.60% 余剰、0.80% 余剰、0.80%

濃縮設備
消費電力量

従来 620,405 kWh/年 413,976 kWh/年 119,798 kWh/年

省エネ 166,629 kWh/年 130,193 kWh/年 44,201 kWh/年

削減率 73% 69% 63%



第５章 汚泥処理設備における省エネ手法

汚泥消化タンクの攪拌機において、形状や材質を工夫した省エネ型
が開発されており、その導入は省エネに有効である。
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『省エネ型消化タンク撹拌機の導入』

『省エネ型汚泥脱水機の導入』

汚泥脱水機において、従来からある遠心脱
水機と比較して、省エネとなる機器が開発され
ており、その導入は省エネに有効である。
ただし、汚泥性状による脱水性能への影響が

異なるため、省エネ性の観点だけではなく、汚
泥性状の変化や後段の処理も考慮した機種
選定に注意すべきである。

図 汚泥脱水機の導入状況
（H29 問診票調査）

消化タンク
容量 省エネ 従来型

(スクリュー式)

2,200 ㎥以下 1.5 kW 7.5 kW

3,300 ㎥以下 2.2 kW 18.5 kW

6,000 ㎥以下 3.7 kW 30 kW

図 消化タンク撹拌機の導入状況
（H29 問診票調査）

表 消化タンク撹拌機の電動機容量の比較

（１）ハイブリッド型圧入式スクリュープレス脱水機

（２）高効率型二軸スクリュープレス脱水機

（３）直胴型遠心脱水機

（４）省エネ型遠心脱水機
 

調質 

汚泥 

脱水ケーキ 分離液 

スクリュコンベア 

ボウル  

回転方向 

図 省エネ型消化タンク
撹拌機概略図



第５章 汚泥処理設備における省エネ手法
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『下水汚泥過給式流動燃焼システム』

空気予熱器
白煙防止器

起動用ブロワ 白煙防止ブロワ

焼却灰

脱水汚泥

補助燃料

過給式流動炉

過給機

排煙処理塔

大気

集塵機

※焼却開始後 停止

※誘引ﾌﾞﾛﾜ
設置不要

・炉内圧力１００～１５０kPaG
表面積約７０％になり、放散熱減少
⇒補助燃料約１０％削減

・流動ブロワ、誘引ファンが
不要
⇒消費電力約４０％削減

図 下水汚泥過給式流動燃焼システムの標準フロー

図 乾燥焼却発電システムのフロー例

・蒸気発電機の廃蒸気で汚泥の乾燥が可能 処理規模 ５０ｔ/日 １００ｔ/日 １５０ｔ/日

廃熱回収率
（％）

８０．７ ８２．７ ８２．４

消費エネル
ギー削減率
（電力換算）
（％）

８５．７ ９８．８ １００．４

表 乾燥焼却発電システムの省エネ効果
（混合生汚泥）

『乾燥焼却発電システム』

『省エネ型汚泥焼却炉の導入』

汚泥焼却炉において、従来の焼却炉の原理を見直し、電力が必要
となる補機類を大幅に削減できるものやこれまで以上に廃熱を効率
的に利用することができるものが開発されており、その導入は省エネに
有効である。

・焼却炉に求められる性能指標としては、「排熱回収率40％以上かつ消費電力
量削減率20％以上」とされている（平成29年9月15日国水下事発第38号）。
・すでに開発されたエネルギー効率に優れた２技術は以下の通り。

⇒処理規模150t/日以上で、
エネルギーの自立が可能



第６章 省エネ対策の導入へ向けて
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『運転方法改善手法の導入の注意点』

表 反応タンク、送風機の更新計画の検討例

「運転方法改善による省エネ手法」を導入するにあたっては、他設備
や処理場全体への影響等について注意が必要である。

（１）主ポンプ:ポンプ最大吐出量での水理計算の確認。管内貯留では異常時対応の
検討。

（２）最初沈殿池:生汚泥濃度の過度の上昇。生汚泥の固形物量の増大。高度処理
では反応タンクの有機物負荷等を考慮。

（３）送風機:運転号機の偏り。送風量の適正化では、処理状況に応じた運転方案の
見直し。

（４）反応タンク嫌気槽・無酸素槽の水中撹拌機:間欠運転可能かメーカーに確認。
処理水質への影響がないことの確認。汚泥が堆積していないかの確認。

（５）汚泥貯留槽の水中撹拌機:対象汚泥は余剰汚泥、濃縮余剰汚泥。事前にビー
カー試験等にて沈降性の確認。実施後、後段の設備への影響がないことの確認。

『省エネ機器の導入ロードマップ』

省エネ機器の導入においては、関連する設備を含めた効率的な更新
計画が必要である。そのためには、関連する設備への影響を考慮した省
エネ機器の導入ロードマップを検討・作成することが必要である。

水処理系列 池 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

No.1池 14,000 14,000 更新 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
No.2池 7,000 7,000 7,000 更新 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
No.3池 7,000 7,000 7,000 更新 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
No.4池 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 更新 9,000
No.5池 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500
No.6池 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500
No.7池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500 6,500
No.8池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500 6,500
No.9池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500
No.10池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500 6,500
No.11池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500
No.12池 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 更新 6,500 6,500
No.13池 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
No.14池 - 増設 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
No.15池 - - - - - - - 増設 18,000 18,000

107,000 107,000 111,000 104,000 105,000 105,000 105,000 105,000 127,000 136,000

１～６系No.1 100 100
既設→７
系No.2
（移設）

120 120 120 120 120 120 120

１～６系No.2 100 100 100 100 100 100 100 更新 80 80
１～６系No.3 200 200 更新 160 160 160 160 160 160 160
１～６系No.4 200 200 200 200 200 撤去
１～６系No.5 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

800 800 500 780 780 580 580 480 560 560

最小必要空気量 Nm3/min 125.4 117.7 96.5 89.0 80.5 72.1 69.9 67.6 58.4 60.1

最大必要空気量 Nm3/min 516.2 484.4 397.3 366.4 331.5 296.9 287.6 278.1 240.3 247.5

７系No.1 110 110 110 110 110 110 110 110 110 110
７系No.2 110 110 更新 46 46 46 46 46 46 46
７系No.3 増設 46 46 46 46 46 46 46

220 220 110 202 202 202 202 202 202 202

最小必要空気量 Nm3/min 16.0 12.9 25.1 26.9 26.7 26.8 26.8 26.9 33.4 31.2

最大必要空気量 Nm3/min 43.9 35.5 69.1 74.0 73.5 73.7 73.9 74.1 91.9 85.8

処理能力合計（m3/日）

送風量合計（m3/min）

送風機
送風能力

（m3/min）

送風機

（m3/min）

送風量合計（m3/min）

１～６系
処理能力

（m3/日）

７系
処理能力

（m3/日）

段階的に水処理設備
を更新、増設
（着色部は高効率
散気装置を採用）

「処理水量の増減に
よる必要空気量の
増減」と「散気装置の
効率化による必要
空気量の減少」に
ついて中⾧期的な
変化を見据えた上で、
対応可能な送風機
を検討


